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2016年 10月 17日号 

調査情報部  

今週の見通し 

先週の東京市場は戻りを試すも、一服となった。原油相場や米長期金利の上昇で、円安がさらに進むと、輸

出関連株を中心にしっかりの展開となり、日経平均は約 1か月ぶりに一時 17000円の大台を回復した。しかし、

その後は為替にらみで、もみ合いの展開となった。また、売買代金は依然低調で、2 兆円に届かない状況が 9

日間続いている。なお、10 月限 SQ 値は 16741.77 円となった。米国市場は経済指標や原油価格動向、企業業

績等に左右され、レンジ内ながらやや値動きの荒い展開が続いた。為替市場でドル円は、米長期債利回りの

上昇を背景に、約 1か月ぶりに 1 ドル 104円台半ばまで円安が進んだが、その後は 104円を挟んでもみ合いと

なった。一方、ユーロ円は ECBの緩和縮小観測があったものの、1ユーロ 115円前後で推移した。 

今週の東京市場は、一進一退のもみ合いとなろう。欧米株式市場や為替動向にらみで売り買いが交錯し、

指数はレンジ内で方向感の乏しい動きとなろう。ただ、個別企業の業績修正等には一喜一憂となるものの、悪

材料出尽くし感から総じて底堅い展開となろう。米国市場は大統領選の行方や経済指標の動向に加え、企業

の決算発表本格化から業績動向に左右されやすい展開となろう。為替市場は、引き続き原油相場や米長期金

利の動きを受けて、レンジ内のもみ合いとなり、ドル円は 1 ドル 103円～105円、ユーロ円は 1ユーロ 113円～

117円の動きとなろう。 

今週、国内では 17 日(月)に 9月の首都圏マンション販売、19日(水)に 9月の訪日外国人数が発表されるほ

か、17日に日銀支店長会議が行われ、さくらレポートが公表される。一方、海外では 17日に 9月の米鉱工業生

産、18 日(火)に 9 月の米消費者物価、19 日に 7－9 月期の中国 GDP、9 月の中国鉱工業生産、20 日(木)に 9

月の米景気先行指数が発表されるほか、19 日に第 3 回米大統領候補討論会、20 日に ECB 定例理事会、20

日、21日(金)に EU首脳会議が行われる。 

テクニカル面で日経平均は、週足一目均衡表抵抗帯下限(17063 円：14 日現在)や 52 週線(17112 円：同)が

上値を抑えている。これらを抜ければ、9 月 5 日高値(17156 円)や 5 月 31 日高値(17251 円)への戻りが期待で

きよう。一方、下値は 25 日線(16727 円：同)や転換線(16721 円：同)、13 週線(１6662 円：同)がサポートとなりそ

うだが、これらを割り込むと、3日に空けた窓(16497円)や 75日線(16482円：同)、26週線(16462円：同)への調

整が視野に入ろう。(大谷 正之) 
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各種指数の推移 ＇Bloombergデータより証券ジャパン調査情報部が作成（ 
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☆テクニカル的に好位置にある主な取組良好銘柄群 

東証 1部信用倍率は、昨年 9月 4日の 5.63倍をピークに下降トレンドを継続しており、10月 7日時点では 2.91

倍と 3 倍を割り込む水準まで低下している。個別銘柄でも東証 1 部上場銘柄中、全体の約 31％に相当する 611

銘柄が信用倍率 1倍以下に位置している。業績好調な銘柄も存在しており、注目したい。＇野坂 晃一（ 

投資のヒント 
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信越化学工業(4063･東 1)  

17/3期第 1四半期(4－6月)業績は売上高が前

年同期比 4.2％減の 3007億円、営業利益が同

16.8％増の 600.2億円となった。主力の塩ビ・化成

品事業は米国とオランダの子会社が好調だったほ

か、半導体シリコン事業では中国のスマホ向けが

回復傾向となった。また、シリコーン事業は国内の

化粧品・建材分野向けが伸びたほか、機能性化学

品事業もセルロース誘導体が医薬用や塗料用で

好調だった。さらに、電子・機能材料事業もハイブ

リッド車向け希土類磁石や LED 用パッケージ材料、

光ファイバー用プリフォームが好調だった。前回未

公表だった 17/3期見通しは、9月中間期の売上高

が前年同期比 8.6%減の 5900億円、営業利益が同

4.7％増の 1150億円、通期は売上高が前期比

7.8％減の 1兆 1800億円、営業利益が同 7.9％増

の 2250億円と示された。＇大谷 正之（ 

 

 

村田製作所(6981･東 1)  

17/3期第 1四半期(4－6月)業績は売上高が前

年同期比 7.1％減の 2609.2億円、営業利益が同

23.9％減の 486.9億円となった。製品別売上高で

は主力のチップ積層セラミックコンデンサ(MLCC)

がカーエレクトロニクス向けに伸びたものの、スマ

ホ向けは円高の影響で減尐した。圧電製品の表

面波フィルタは中華圏のマルチバンド対応端末の

生産増加によって大きく伸びた。コンポーネントで

は高周波コイルがスマホ向けに伸びた一方、コネ

クタが減尐した。通信モジュールは円高の影響や

同社製品搭載モデルの生産減尐が響いた。売上

高への為替の影響は 230億円。営業利益は設備

投資や研究開発に伴う費用増が響いた。中間計

画に対する進捗率は 39％と厳しいが、数量ベース

では汎用品中心に拡大しているほか、カーエレクト

ロニクス向けの MLCCやセンサなどが好調で、為

替相場が安定すれば、収益回復期待が出てこよ

う。＇大谷 正之（ 

今週の参考銘柄 
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島津製作所(7701･東 1)  

17/3期第 1四半期(4－6月)業績は売上高が前年

同期比2.3％減の 697.2億円、営業利益が同24.2％増

の 45.0億円となった。すべてのセグメントで前年同期

比減収ながら、収益は改善した。主力の計測機器事

業は国内が医薬・鉄鋼分野向けに液体クロマトグラフ

や質量分析計が好調だった。海外は円高の影響で売

り上げが減尐したものの、中国の大学・官公庁向けや

インドの製薬分野向けが健闘した。医用機器事業は

国内が X線テレビシステムなどを中心に順調だった

が、海外は北米の大口案件の期ずれが影響した。産

業機器事業はターボ分子ポンプが北米や韓国で半導

体・液晶製造装置向けに伸びた。航空機器事業は内

外とも売り上げが減尐した。通期見通しは据え置かれ

たが、営業利益の上期計画に対する進捗率は 34.6％

と前年同期の 25.1％を上回っており、順調なスタート

といえよう。今後も新製品の投入やアフターマーケット

事業の強化に加え、ハイエンド製品の拡大やコスト削

減で増収増益を目指す。＇大谷 正之（ 

 

その他 

  
ソニー＇6758（ 
13 日にプレステＶＲを発売。ゲーム各社から対応ソフトの発売が今後も相次ぐ見通しで、販売拡大が期待される。
なお、ＡＲ/ＶＲ市場は 2020年に 1620億ドルに達する＇米ＩＤＣ調べ（との予測もある。 
 
ベルシステム 24ＨＤ＇6183（ 
上期は先行投資の費用増などで営業減益となったが、ソフトバンク向けが期初計画を上回った他、伊藤忠グル
ープとの協業効果などが見込まれ、通期は営業増益を見込む。 
 
サイゼリヤ＇7581（ 
今期の営業利益は前年比 3.3％増の 93億円を見込む。人件費コストの上昇が予想されるが、価格志向が強まる
中でバリューのあるメニューを低価格で提供している同社が支持されそうだ。なお、国内既存店売上高の前提は
前年比 100％。 
 
スズキ＇7269（ 
トヨタと業務提携に向けた検討を開始すると発表。環境対応車、自動運転など巨額な研究開発費や投資負担が
見込まれる中、連携を強化するメリットは大きいとみている。 
 
乃村工藝社＇9716（ 
通期の営業利益予想を上方修正。ただ、下期に費用増などを織り込んだ控えめな予想とみられる。 
 
ソフトバンク＇9984（ 
私募ファンド「ソフトバンク・ビジョン・ファンド」＇仮称（を設立すると発表。同社、サウジの公共投資ファンド＇ＰＩＦ（
などが出資予定で、総額 1000億ドル規模のグローバルなテクノロジーファンドとなる可能性がある。同社のグロ
ーバルな成長戦略を加速することが目的。 
 
構造改革の進展期待から富士通＇6702（、日立＇6501（、セブン＆アイＨＤ＇3382（に注目。 

                   ＇増田 克実（ 

今週の参考銘柄 
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＜国内スケジュール＞ 

１０月１７日＇月（ 

日銀支店長会議、黒田日銀総裁があいさつ 

さくらレポート＇１４：００（ 

上場  マーキュリアインベストメント<7190>東証 2部 

１０月１８日＇火（ 

特になし 

１０月１９日＇水（   

８月全産業活動指数＇１３：３０、経産省（ 

９月訪日外国人数＇１６：００、政府観光局（ 

１０月２０日＇木（ 

９月粗鋼生産＇１４：００、鉄連（ 

９月主要コンビニ売上高＇フランチャイズチェーン協（ 

９月半導体製造装置ＢＢレシオ＇１６：００、ＳＥＡＪ（ 

１０月２１日＇金（ 

黒田日銀総裁が講演＇１７：００、ホテルオークラ東京（ 

上場  ユーザベース<3966>マザーズ 

１０月２３日＇日（  

衆院東京１０区、福岡６区補欠選挙投開票 

 

＜国内決算＞ 

１０月１７日＇月（ 

15:00～  <2Q>東宝<9602> 

１０月２０日＇木（ 

16:00～  <2Q>安川電<6506> 

時間未定 <2Q>ＫＯＡ<6999> 

１０月２１日＇金（ 

15:00～  <2Q>東製鉄<5423>、ジャフコ<8595> 

 

タイムテーブルと決算予定＇予定は変更になる場合があります（ タイムテーブルと決算予定＇予定は変更になる場合があります（ 
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＜海外スケジュール・現地時間＞ 

１０月１７日＇月（ 

米  １０月ＮＹ州製造業景況指数 

米  ９月鉱工業生産・設備稼働率 

休場  コロンビア＇民族祭（ 

１０月１８日＇火（ 

米  ９月消費者物価 

１０月１９日＇水（   

中  ７～９月期ＧＤＰ 

中  ９月鉱工業生産・小売売上高・都市部固定資産投資 

米  ９月住宅着工 

米  ベージュブック 

米大統領選候補による第３回討論＇ネバダ州（ 

１０月２０日＇木（ 

ＥＣＢ定例理事会 

ドラギＥＣＢ総裁会見 

米  １０月フィラデルフィア連銀製造業景況指数 

米  ９月景気先行指数 

米  ９月中古住宅販売 

米  ９月北米半導体製造装置メーカーＢＢレシオ 

ＥＵ首脳会議＇２１日まで、ブリュッセル（ 

１０月２１日＇金（ 

中  ９月７０都市住宅価格 

 

＜海外決算・現地時間＞ 

１０月１７日＇月（ 

バンク・オブ・アメリカ、ＩＢＭ、ネットフリックス 

１０月１８日＇火（ 

ゴールドマン・サックス、インテル、Ｊ＆Ｊ、ユナイテッドヘルス、ヤフー、インテューイティブ 

１０月１９日＇水（   

アメックス、モルガン・スタンレー、ハリバートン、イーベイ 

１０月２０日＇木（ 

アマゾン、マイクロソフト、トラベラーズ、ベライゾン、ウォルグリーン 

１０月２１日＇金（ 

ＧＥ、ハネウェル・インターナショナル、マクドナルド 

タイムテーブルと決算予定＇予定は変更になる場合があります（ タイムテーブルと決算予定＇予定は変更になる場合があります（ 
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投資にあたっての注意事項 

●手数料について 

○国内金融商品取引所上場株式の委託取引を行う場合、一取引につき対面取引では約定代金に対して最大

1.2420％（税込）（但し、最低 2,700 円（税込））の委託手数料をご負担いただきます。また、インターネッ

ト取引では、「約定毎手数料コース」においては、1 取引の約定代金が 100万円以下の場合は１取引につき 540

円（税込）、1取引の約定代金が 100 万円超の場合は 1取引につき 1,080円（税込）の委託手数料をご負担い

ただきます。「1日定額コース」においては、1日の約定代金 300万円ごとに 1,620 円（税込）の委託手数料

をご負担いただきます。 

募集等により取得する場合は購入対価のみをお支払いただきます。 

※1日定額コースは、取引回数（注 1）が 30回以上の場合、現行の手数料に加えて 21,600円（税込）の追加

手数料を加算させていただきます。（注 2） 

 注 1取引回数＝約定に至った注文の数 

 注 2複数市場へのご注文は市場ごとに 1 回の注文となります。 

○外国金融商品取引所上場株式の外国取引を行う場合、売買金額（現地約定代金に買いの場合は現地諸費用を

加え、売りの場合は現地諸費用を差し引いた額）に対して最大 1.2960％(税込)の取次手数料をご負担いただ

きます。 

○非上場債券（国債、地方債、政府保証債、社債）を当社が相手方となりお買付けいただく場合は購入対価の

みをお支払いいただきます。 

○投資信託の場合は銘柄ごとに設定された販売手数料及び信託報酬等諸経費等をご負担いただきます。 

○外貨建て商品の場合、円貨と外貨の交換、または異なる外貨間の交換については、為替市場の動向に応じて

当社が決定した為替レートによります。 

●リスクについて 

○株式は、株価変動による元本の損失を生じるおそれがあります。また、信用取引を行う場合は、対面取引に

おいては建玉金額の 30％以上かつ 100 万円以上、インターネット取引においては建玉金額の 30％以上かつ

30 万円以上の委託保証金の差し入れが必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が多額となり差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。外国株式の

場合、為替相場によっても元本の損失を生じるおそれがあります。 

○債券は、金利水準の変動等により価格が上下することから、元本の損失を生じるおそれがあります。 

外国債券は、金利水準に加えて、為替相場の変動により元本の損失を生じるおそれがあります。 

○投資信託は、銘柄により異なるリスクが存在しており、各銘柄の組入有価証券の価格の変動により元本の損

失を生じるおそれがあります。各銘柄のリスクにつきましては目論見書等をよくお読み下さい。 

●お取引にあたっては、開設された口座や商品ごとに手数料等やリスクは異なりますので、上場有価証券等書

面、契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をよくお読み下さい。これら目論見書等、資料のご

請求は各店の窓口までお申出下さい。 

●銘柄の選択、投資に関する最終決定はご自身の判断でお願いいたします。 

●本資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成したものですが、その正確性、完全性を保証したもので

はありません。本資料に示された意見や予測は、資料作成時点での当社の見通しであり今後予告なしに当社

の判断で随時変更することがあります。また、本資料のコンテンツ及び体裁等も当社の判断で随時変更する

ことがあります。 

2016年 10月 14 日現在、金融商品取引所の信用取引の禁止措置等の規制銘柄は当レポートより除外しており

ます。今後、金融商品取引所等により新たな規制が行われる可能性があります。 

●当社の概要 

商号等：株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 170 号 

加入協会：日本証券業協会 

 

 コンプライアンス推進部審査済 2016年 10月 14日 


